
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 6月議会で新たに8市町村が採択  

「現行の健康保険証を残すことを求める請願」は、

６月議会で 8市町村（３市4町１村）が意見書を採択

しました。昨年採択した岩手県と紫波町を合わせると

10議会で採択されました。不採択は 7市町、継続審議

は 6市町村でした。 

大船渡市では年金者組合と新婦人が、9 月議会に向

けて取り組みを準備しています。全ての自治体で「現

行の保険証残せ」の声をさらに大きくしましょう。 

 

 

 

 

 

 

岩手県保険医協会と岩手県社保協は 6 月 19 日、達

増拓也知事に対して現行の健康保険証の存続を求める

要請を行いました。保険医協会から小山田会長、黒田

副会長、畠山事務局長の 3名と社保協から髙橋事務局

次長、中村健いわて労連事務局長、鈴木まき子県母親

連絡会会長の 3名が出席しました。野原勝保健福祉部

長が応対しました。 

― ＊ ― ＊ ― ＊ ― ＊ ― ＊ ― 

岸田政権が国民の反対を無視して、現行の健康保険

証の廃止とマイナ保険証への切り替えを閣議決定しま

した。小山田氏は、2 団体が行った高齢者施設のアン

ケート（67施設）では、約8割の施設がマイナンバー

カードの代理申請や施設での管理に「対応できない」

と答えたと紹介。マイナ保険証のトラブルは続いてお

り、現行の保険証廃止でオンラインシステムに対応で

きない開業医が廃業に追い込まれる恐れがあると述べ

ました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

採 択 

（10） 

岩手県（23.7）紫波町（23.9）住田町（24.6） 

山田町（24.6）岩手町（24.6）野田村（24.6） 

西和賀町（24.6）八幡平市（24.6） 

久慈市（24.6）北上市（24.6） 

不採択 

（7） 

奥州市(24.3) 滝沢市(24.3) 釜石市(24.6) 

二戸市(24.6) 花巻市(24.6) 洋野町(24.6) 

金ヶ崎町(24.6) 

継 続 

（6） 

盛岡市(24.6) 一関市(24.6) 岩泉町(24.6) 

軽米町(24.6) 九戸村(24.6) 田野畑村(24.6) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その上で、①現行の健康保険証存続を改めて国に働 

きかけること②健康保険法の省令（施行規則）から、

健康保険証の交付義務を削除する方針を撤回させるこ

と③マイナ保険証の未取得者への「資格確認書」の発

行では、国保の運営主体である県の方針を示すことな

どを求めました。 

 野原部長は「高齢者や障害者が必要な医療を従来

通り受けられるように、国に要望していく」と回答

しました。めんこいテレビが放映しました。読売新

聞、しんぶん赤旗に掲載されました。 
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  現行の健康保険証を残すことを求める請願 

１０議会（県、９市町村）で意見書採択 

6/19 県知事要請 

現行の健康保険証の存続 国に求めよ 
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訪問介護費引き下げ撤回、介護報酬引き上げよ 

6月 27日、いわての介護を良くする会、岩手県民医

連、県社保協の 3団体は「訪問介護費の引き下げ撤回

と、介護報酬引き上げの再改定を早急に行うことを求

める」請願を、県議会議長の工藤大輔氏に要請しまし

た。高田一郎日本共産党県議が同席しました。 

 3 団体は 5 月、県内の訪問介護事業所を対象とした

緊急アンケートを実施（70 施設が回答）。4 月からの

訪問介護の基本報酬引き下げについて、報酬の引下げ

に 94.3％が「納得できない」と答え、81.4%が「経営

が苦しくなる」と懸念を示しています。良くする会の

鈴木幸子共同代表は、このままでは在宅介護が続けら

れず、「介護崩壊」を招きかねないと強調。事業所の責

任者は「人手不足が深刻で募集をかけても集まらない。

ヘルパーが高齢化している」と訴えました。 

社保協から鈴木事務局長、髙橋事務局次長が参加し

ました。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県議会 賛成多数で可決  自民・公明反対  

岩手県議会は 7月 4日の最終本会議で「診療報酬及

び介護報酬の抜本的引上げ等による労働者の処遇改善

と、医療機関や介護施設の経営改善を求める意見書」

を賛成多数で可決しました。自民党、公明党が反対し

ました。 

 意見書では、物価高騰の下で、医療機関と介護施設

の労働者の実質賃金が上がる処遇改善策が求められて

いると指摘。介護報酬の改定（4 月から）による訪問

介護の基本報酬引き下げは不安の声を広げており、訪

問介護事業所の経営が圧迫されている「地方の実態に

はそぐわない」と強調しています。 

その上で、①医療機関や介護施設で働く全ての労働

者の賃上げと人員配置増につなげるよう、国の責任に

おいて、全額公費による追加の賃上げ支援策を実行す

ること。②全ての医療機関を対象に、物価高騰や実質

賃金増を補えるだけの診療報酬を抜本的に引き上げる

臨時改定を実施すること。③訪問介護費の引き下げを

撤回するとともに、すべての介護事業所を対象に、物

価高騰や実質賃金増を補えるだけの介護報酬を抜本的

に引き上げる臨時改定を実施すること― を要求して

います。 

意見書可決は岩手医労連の請願と、いわての介護を

良くする会、県民医連、県社保協の 3団体の請願の採

択に基づくものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

7/4 岩手県議会 

「診療報酬及び介護報酬の抜本的引上げ等によ

る労働者の処遇改善と、医療機関や介護施設の経

営改善を求める」意見書採択 
 

 

工藤議長（右から２人目）鈴木共同代表（同３人目）右端は

高田県議。左端は鈴木社保協事務局長。 

健康保険証を残そう宣伝行動 

日時： 7月16日（火）12時～12時30分 

場所： 亀が池前 

 

年金者組合の定例宣伝 

日に合流して行います。 
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いわての介護を良くする会、岩手県民医連、県社保

協は、介護報酬引き下げの撤回と、報酬改善の再改定

を実現させるために、県内の訪問介護事業所を対象に

緊急のアンケートを行いました。     
 

訪問介護の介護報酬引き下げについて 

  回答 割合 

納得できる 1 1.4% 

どちらでもない 3 4.3% 

納得できない 66 94.3% 

合計 70  １００％ 
 

介護報酬引き下げで考えられる影響(複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

訪問介護事業所で困っていることはありますか 

  回答 割合 

困っている 69 98.6% 

困っていない 1 1.4% 

合計 70  １００％ 
 

困りごとは何ですか（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪介護報酬に関する自由意見≫ 32施設より回答 

一部を紹介します。 

①在宅介護の要である訪問介護の報酬を下げるこ

とは、働くホームヘルパーの意欲低下、離職、そし

て事業所閉鎖に追い込んでいます。 

②報酬単価が低すぎるため、最低賃金の保障に毎月

赤字となる。訪問介護だけでは事業継続が困難です。 

③物価高騰で経費がかさむ中で、訪問介護の基本

報酬の引き下げは考えられない。事業所倒産によ

る介護利用者難民が増えていくと思います。 

④社会貢献と思い、経営者は無給で 4 年がんばり、

有給で経営できるまでになりました。大きな事業所

の支店になれば継続できると言われているように

思います。過疎地域だからこそ必要な社会資源、地

域にあった介護報酬を望みます。 

⑤一番身近な存在だと自覚して、誠心誠意対応して

います。報酬が下がることは日々の仕事を認めても

らえてないということで、とても残念です。 

≪国への意見・要望など≫ 38施設より回答 

一部を紹介します 

①地方の現状をしっかりみてほしい。劣悪な訪問先

が数多くある現状です。若い世代の職員がこの先に

明るい希望を持って職務につけるよう、再度検討す

るよう強く求めたい。 

②福祉の専門学校の入学数も減ってきていると聞

く。福祉現場で働く人を増やす対策を考えてほしい。

働く人がいなくなると日本の福祉は崩壊します。 

③ヘルパーがどのような仕事をしているのかもっ

と現場を見て欲しい。在宅でのオムツ交換、排泄介

助、入浴等、施設とは違いヘルパー1人での対応で

す。国の方々、オムツ交換してみて下さい！！ 

④在宅介護、訪問介護こそ介護の原点だと思う。 

訪問介護事業所 緊急アンケート結果 

介護報酬引き下げ「納得できない」9割以上 
 
【調査期間】2024年 5月 20日～5月 31日 

【調査対象】岩手県内の訪問介護事業所 332施設 

（岩手県HPのFAX番号公表施設のみ） 

【調査方法】FAXによる調査票送付および返信 

【回 答 数】70施設 （回答率 21.1％） 

 

  回答 割合 

事業所の経営が苦しくなる 57 81.4% 

ホームヘルパーの意欲・モチベーションが下がる 50 71.4% 

ホームヘルパーの賃金改善が難しくなる 49 70.0% 

ホームヘルパーの離職につながる 38 54.3% 

ホームヘルパーの募集が困難になる 36 51.4% 

事業撤退・撤退の検討 1 1.4% 

合計 231   

 

  回答 割合 

人員不足 56 80.0% 

募集しても人が来ない 54 7７.１% 

ヘルパーの高齢化 50 7１.４% 

管理者やサービス提供者が忙しすぎる 45 64.3% 

ホームヘルパーの給与が安い 36 51.4% 

利用者・家族との対応 13 18.6% 

ケアマネージャーや関係事業者等との連携 7 10.0% 

調理等生活支援ができる人材不足 1 1.4% 

利用者家族との対応 1 1.4% 

早朝、夜間の対応ができる職員が少なく負

担が大きい。 1 1.4% 

限度額オーバーになるといつもヘルパーサ

ービスで調整される 1 1.4% 

合計 265   

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市町村 開始年 対象年齢 補助内容 

大船渡市 01年 4月 18歳以上 原則 1割自己負担（基準額 41,600～43,900円）                 

両耳 50以上 70db未満または 1耳 50db以上・他耳 90db未満 

遠野市 09年 4月 60歳以上 原則 1割自己負担（基準額 34,200～43,900円）  

両耳 55以上 70db未満 

九戸村 20年 12月 18歳以上 原則 1割自己負担（基準額 41,600～43,900円）  

両耳 40以上 70db未満 

久慈市 22年 9月 65歳以上 原則 1割自己負担（基準額 41,600～43,900円）  

両耳 40db以上、身障手帳交付対象にならない人 

釜石市 23年 4月 60歳以上 生保・非課税世帯は購入費の 1割負担（上限額 50,000円）  

課税世帯は購入費の 1/２負担（上限額 30,000円）  

両耳 40以上 70db未満または 1耳 50以上・他耳 90db未満 

陸前高田市 23年 4月 65歳以上 補助限度額（住民税所得割非課税 40,000 円。同課税：20,000 円）    

片耳 50以上 70db未満。滞納がない人。  

宮古市 23年 10月 65歳以上 1割自己負担（上限税込 42,000円）。 

両耳の聴力レベルが 40以上 70db未満。5年間に 1度の助成 

山田町 24年 4月 65歳以上 1割自己負担（上限額 42,000円） 

両耳 40db以上 70db未満 

西和賀町 24年 18歳以上 R6年度予算説明書より 

田野畑村 24年 18歳以上 町長の施政方針及びR6年度一般会計予算より 

・西和賀町と田野畑村の実施時期等詳細が分かりましたらお知らせします。 

 

岩手の社会保障  「補聴器購入費」独自補助事業（24.7現在） 

政府は私たちが運動で押し返した「介護利用

料 2割負担の対象拡大」「ケアプランの有料化」

「要介護 1・2 の生活援助など保険外し」など

の大改悪を 2025年から議論の俎上にのせ、26

年の通常国会に改悪法案を出そうとしていま

す。抜本改善運動を出足早く踏み出しましょ 

                            う。 

 
 

 https://zoom.us/j/91235715258?pwd=QToxq1MIPGOS1Bbv45PZkcDiyyVaPY.1 

ミーティング ID: 912 3571 5258 パスコード: 037569 

 

 

介護保険制度改悪ふたたび 抜本改善運動を出足早く 

新介護署名キックオフ集会 
7月 30日（火）18時～19時 

完全オンライン 
 
 
■スケジュール （17時 30分 受付開始） 

18：00～開会 

18：05～介護保険制度をめぐる情勢報告 

    林 泰則さん（全日本民医連事務局次長） 

18：35～各地のたたかい・実態報告 

18：50～行動提起 

19：00～閉会       

 

https://zoom.us/j/91235715258?pwd=QToxq1MIPGOS1Bbv45PZkcDiyyVaPY.1

